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投資法人及び資産運用会社 の概要

投資法人概要

投資法人名

設立年月日

執行役員

所在地

事業概要

役員数

運用物件数(※)

年商(※2)

三菱地所物流 リー ト投資法人

2016年7月14日

高梨 憲

東京都千代田区丸の内一丁 目6番5号

不動産及び不動産信託受益権等に関する資産運用

執行役員1名 監督役員3名

34物 件(底 地5物 件含む)

15,256百 万円

(※)毎 年3月末を基準とする物件数を記載しています。

(※2)毎 年2月末を基準とする1年間(投 資法人決算2期分)の 営業収益合計を記載しています。

資産運用会社概要

商号

設立年月日

資本金

取締役社長執行役員

事業概要

エコアクション21

対象ファンド運用部署

対象従業員

三菱地所投資顧問(株)

2001年

150百 万円

増田 哲弥

投資運用業、第二種金融商品取引業

投資助言 ・代理業、宅地建物取引業

物流 リー ト部

20名
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資産運用会社 組織図

バリュエーシ9ン噴 農会
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エコアクション21対 象範囲

対象範囲

物流施設 産業用不動産 底地

取得価格 254,587百 万 円 一 16,495百 万 円

物件数 29物 件 一 5物 件

投資比率 93.9% 一 6.1%

賃貸可能面積 998,816.60㎡ 一 224,485.91㎡

(※)2024年3月 末時点(産 業用不動産は現時点で保有 していないため、対象から除きます。)
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サステナ ビリティ方針

1サ ステナビリティ方針

当社が属 する三菱地所グループでは、グループ基本使命、行動憲章、および行動指針において、地球環境への配慮、企業の持続的価値向

上、社会 の持続的発展 といったサステナビリティに関する基本的な考え方を定めており、当社もそれを共有するものです。

また当社 は、主たる事業である不動産投資運用業 においても、環境 ・社会 ・ガバナンス(ESG)の 要素 を可能な限 り投資判断 ・運用プロ

セスへ組込んでいくことが、中長期的な投資主価値の最大化 にあた り必要である と考 えています。

こうした考 え方を踏 まえ、当社では、以下の各項 目をサステナビリティに係 る基本的な取組み方針 として定め、日々の業務 において実践

していきます。

1.気 候 変 動 へ の対 応

脱炭素社会の実現 に向け、運用不動産 における省エネルギー化や再生可能エネルギーの導入を推進 し、温室効果ガスの排出削減 に取 り組

みます。 また、脱炭素社会への移行期 においても激甚化する自然災害に対応するためのレジ リエ ンス(防 災 ・減災)の 向上に努めます。

2.自 然 との 共 生 ・生物 多 様 性 へ の 貢 献

自然資本がもたらす様々な恩恵の重要性 を認識 し、運用不動産 の環境負荷低減、敷地内の緑化 の推進、生態系にとって有害な汚染物質の

除去 ・浄化や適切な排水管理に努め、自然共生社会の形成に貢献 します。

3.水 資 源 の 保 全 と資 源 循 環 へ の 貢 献

運用不動産 における水使用の効率化を図るとともに、廃棄物の3R(リ デュース、 リユース、 リサイクル)に 務 め、限 りある資源 の有効活

用 に努めます。

4.運 用 不 動 産 の快 適 性 ・安 全 性 と顧 客 満 足 度 の 向 上

テナン トや施設利用者の健康 ・快適性向上のため、オペレーションの改善や設備導入等 を進めるとともに、運用不動産 の防災 ・災害対策

等、安全 ・安心を高 める取組みを進め、顧客満足度の向上を図 ります。

5.多 様 な人 材 の活 躍

働 きがいがあり、健康的で安心 して働 ける職場環境を作 り、互いに個性を認め合う中で強みを発揮で きる組織を目指 します。

全ての役職員が成長で きる社員教育制度を整備 し、全ての役職員 に活躍 の場を提供 します。

6.外 部 ス テ ー ク ホ ル ダ ー との協 働

テナン ト、プロパティマネジャーをはじめ とするサ プライチ ェーンや、地域コミュニティ、行政機関等の外部のステークホルダーと良好

な関係を構築するよう努め、本方針の実践に向けた協働に取 り組み ます。

7.サ ス テ ナ ビ リ ティ の 情 報 開 示 と外 部 評 価 の 活 用

投資家をは じめ とする当社ステークホルダーに対 し、環境 ・社会 ・ガバナンス(ESG)に 関する情報の開示に努め ます。また、本方針に

定めるサステナ ビリティの取組みの可視化 と客観性の向上のため、必要 に応 じ外部評価や認証の活用に努め ます。

8.コ ン プ ライ ア ン ス と リス ク 管 理

法令 の遵守に加え、公正な取引、情報の適切な管理、不正 ・腐敗防止、利益相反防止、人権や多様性の尊重 といった社会規範を遵守 して

業務 を遂行 します。 また、中長期的な観点から、運用不動産 に係る環境 ・社会 リスクを考慮 し、不動産投資運用 プロセスに組み込む とと

もに、それらを最小化するための リスク管理に努めます。

制 定:2019年2月1日

改 正:2024年1月1日

執行役員 高梨 憲4



サステナビリティ推進体制

本 投資 法人 は、 サ ステナ ビリティ向上 に取 り組 んで い くこ とが、投 資主 価値 の最 大化 を図 る上 でも不 可欠 で ある と考 えてい

ます。

サ ステ ナ ビ リテ ィ委員 会で は、本 資産運 用 会社及 び本 投資 法人 のサ ステ ナ ビ リティ に係 る重要 課題 や 目標 ・施 策 に関 する審

議 及 び実施 状況 の報 告、 並び に これ らに係 る評 価 ・分析 や サステ ナ ビ リティ に係 る最新 の知 見の 共有等 を行 って い ます。

1サ ステナビリティ推進体制図

↑
報告

社長執行役員

1構成員】
・社長執行役員(議 長)

・経営管理部長

・コンプライアンス部長

・社長執行役員の指名する者等

【構成員】

・社長執行役員(委 員長)

・私募リー ト部長

・物流 リー ト部長

・ファン ド運用部長

・経営管理部長

・人事総務部長

・サステナ ビリティ推進室長等

1報 告内容 ・開催頻度

サス テナ ビ リティ委員 会 は、原則 と して四半 期 に一度 開催 され 、サ ステ ナ ビ リティ に係 る重要 課題 や 目標 ・施 策 に関 する審

議 及 び実施 状況 の報 告、 並び に これ らに係 る評価 ・分 析や サス テナ ビ リティ に係 る最新 の知 見 の共有 等 を行 い ます。

また、サ ステ ナ ビ リティ委 員会 の内容 に ついて は、取 締役 会及 び定期 的 に開催 され る本 投資 法人 の役員 会 へ報 告 され、監 督

され る体 制 とな って い ます。
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1サ ステナビリティ推進室の設置

2022年4月 に、本資 産運 用会 社 として のサ ステ ナ ビリティ推進 体制 の一 層の拡 充 を 目的 と して、サ ステ ナ ビ リティ推 進室 を

本 資産 運用 会社経 営管 理部 内 に新設 しま した。

サス テナ ビ リティ推 進室 に はサス テナ ビリティ推進 の担 当者が 着任 し、 よ り一 層 の推進 体制 の強 化 を図 ります。

PDCAサ イクル に基づ くサステナ ビ リティの推 進

亙
・サステナビリティに関する目標 ・施策の立案及び変更案の策定

・環境関連法規の取りまとめ

画
・省エネ、　GHG削 減等サステナビリティ委員会で立案した施策の実行

・サステナビリティ研修実施による社員教育

Action

・資産運用会社取締役会への報告

・投資法人役員会への報告(サ ステナビリティ委員会開催報告等)

亙
・経営会議での審議、サステナビリティ委員会での審議 ・報告

・エコアクション21の 中間 ・更新審査

・環境パフオーマンス実績の第三者検証

2022年 に本投 資法 人 は、環 境省 が環 境マ ネジ メ ン トシ ステム の一環 と して策定 した 「エ コアクシ ョン21ガ イ ドライ ン」 に基

づ き、環境 経 営を推 進す る事 業者 を第三 者 によ り認 証 ・登録 す る制度 であ るエ コアク シ ョン21の 認 証 ・登録 を受 けて い ま

す。 その ため、本 投資 法人 のPDCAサ イクル はエ コアク シ ョン21に 準 拠 して実行 して い ます。



1サ ステナビリティ推進マニュアルの制定

本 資産 運用 会社 は、サ ステナ ビリティ推進 にかか る実行性 を 高め る こ とを 目的 と して、温 室効 果 ガス排 出量 、エ ネル ギー使

用 量、 水使 用量 、廃 棄物 量等 の継続 的 な把握 ・削 減 のため の基本 方針 や具 体 的な手 順、社 外 関係者 との 協働(サ ステ ナ ブル

調 達)の ため の基本 方針 や具 体的 な手順 を定 め た各種 「サ ステ ナ ビ リティ推 進 マニ ュアル」 を制定 してい ます。

〈サステナビリテイ推進マニュアルの概要〉

・ 環境管理システム運用細則

・ 温室効果ガス排 出削減推進実施マニュアル

・ 省エネルギー推進実施マニュアル

・ 水使用の効率化 に関するマニュアル

・ 廃棄物管理に関するマニュアル

・ サステナブル調達実施マニュアル

・ サステナ ビリティ方針及 びサステナ ビリティ方針 に関する取扱細則に係 る運

用の規定

・　PDCAサ イクルに基づ くEMSの 構築、運用、維持

・ 使用量、排出量及び リサイクル率の継続的な把握、削減 に向けた基本方針

・ 使用量、排 出量及び リサイクル率の管理及び分析、サステナビリティ委員会

への報告に向けた具体的な手順

・ 本投資法人の資産運用業務に関する物品 ・サー ビスの調達 におけるサステナ

ビリティ配慮や、　PM会 社をはじめ とするサプライヤー等 との協働によるサス

テナビリティ推進 を図るための具体的な取組みの規定

・ 全サプライヤーへのサステナブル調達の適用。不正 ・腐敗防止等企業倫理に

関する方針や体制を整備 していることの要求。



三菱地所物流 リー ト投資法人

エネルギー エネルギー消費原単位 を2030年 度 までに15%削 減(2017年 度基準)

エネルギー消費原単位
10%

0%

.-10%

一20%

.30%1

2017

70%
2030目 標 一15%

2018201920202021202220232024202520262027202820292030

環境経営目標 2023年 度 目標 エネルギー消費原単位 ▲12.0%(2017年 度比)

環境経営計画 ・照明のLED化

・空調機等の高効率機器 への更新

・サステナ ビリティ ・ガイ ドにて照明の間引 き点灯及び適切な空調温度設定の推進

環境経営実績 2023年 度実績 エネルギー消費原単位 ▲24.7%(2017年 度比)
・　LED化 工事を5物 件で実施

・省エネ性能に優れた空調更新工事を2物件、冷凍冷蔵設備更新工事を1物件で実施

・サステナビリティ ・ガイ ドを配布 し、点灯 ・消灯 に関する周知 ・啓蒙 を実施
・省エネ最適化診断をLC福 岡久山にて実施

GHG

2050年 度までにGHG総 排出量(バ リュ・一チェーン全体含む)ネ ットゼロ達成■垂コ■

2030年 度総量42%削 減(Scope1+2)(2021年 度基準)■ 置罰■

(t-CO2}

1000

500

0

II
' 一一一

L_

GHG　 Scope1十2(総 量)

939.2860.5

tJ-fi
99%削 減

0.6

6
202220232024202520262027

2030目 標 一42%

20172018201920202021 202820292030

環境経営目標

環境経営計画

2023年 度目標 Scope1+2総 排出量 ▲9.3%(2021年 度比)

・前述 「エネルギー」項目に掲 げる省 エネルギー化施策

・太陽光パネルの設置検討

・再エネ電力への切 り替え検討

・非化石証書の購入

環境経営実績 2023年 度実績 Scope1+2総 排 出量 ▲99.9%(2021年 度比)

・前述↑エネルギー」項 目1謝 驚 省エネノV'ギー化施策を実施 一"　 wwww-e'一`一'"一`一`一一一ec"一一twwt

・M」LP春 日井1に てPPAス キームを活用 した太陽光パネル設置工事を着工(2024年8月 完工)

・物件毎の電力契約 に応 じて、引き続 き再エネ電力への切 り替 え検討中

・2023年 度の環境 データ実績を踏 まえ、2024年5月 の入札にてScope2全 量 に相 当す る

非化石証書を購入 し、排 出量を99%削 減済み

8



三菱地所物流 リー ト投資法人

水使用 2030年 度まで増加させない(2017年 基準)

水使用原単位

10%1

0%1

:18:{,

:認

睾哩

_　im　

[ %

20182019202020212022202320242025

2030目 標 基準年比0%

環境経営目標

環境経営計画

環境経営実績

廃棄物管理

80%

70%

60%

50%

20262027202820292030

2023年 度 目標 水 使用 原単 位 増加 させ な い(2017年 度比)

・サステナビリティ ・ガイ ドにてテナン トへの節水協力依頼

2023年 度実績 水使用原単位 ▲25.9%(2017年 度比)

τ葺スデヂ前 芋71芳7下 を酋諾 ムこ:芋ヂジPζ1扉筒ξ蕩男俵績1を葵雇 碍協偏

2030年 度までにリサイクル率70%以 上

73.30%

-N㌻ ジ 讐 魑
90%63・40%62・30%

廃棄物 リサイクル率

2030目標70%以 上

20172018201920202021 202220232024202520262027202820292030

難 計 鰺 聾手諜 ζ驕 礒農甕誘 灘 底'
環境経営実績

　 　 　 …… 　～ 二]

2023年 度実 績 リサ イ クル率64.8%

・サステナ ビリテ ィ ・ガイ ドを配布 し、 リサ イクルの推進及びごみの分別管理 に関する周知 ・啓蒙 を

実施

グ リー ンビル

デ ィング認証
2030年 度までにGB認 証比率100%ま で向上

環境経営目標
ヴτ'一 〆

■ 発■ 書`■ 郎,雫

2023年 度目標 取得率90.7%
ン'/,'''"ア 引 ■'一 〆ン'臥'瓦 〆 一 一ドA''"〆'一 匪'南 一'〆'2'一 一'"う 早 【'一 ド.'ノ','〆'"ノ 甲 μ','一 ウ',〆 一,「

・　BELS ,CASBEEで 合計7つ の認証を取得す る

ド

 環境経営計画

環境経営実績

`

2023年 度実績 取得率96.5%
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・　CASBEE不 動 産(M」LP大 阪1
、M」LP土 浦1、M」LP仙 台1)

・BELS　 (M」LP大 阪1
、M」LP船 橋2、M」LP西 宮1、M」LP東 大 阪1)

■""一 ■,一"
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その他の環境配慮施策

巨 旙 三デニ辮 者保勲 醜.



三菱地所物流 リー ト投資法人

環境経営の総評と次年度の計画

〈各種環境 パフ ォーマ ンス実績(2023年 度)〉

目標(基準年比)

エネルギ ー消費原単位 ▲12.0%

Scope1+2排 出量 ▲9.2%

水使用原単位 増加無 し

廃 棄物 リサ イクル率66.2%

GB認 証90.7%

結 果(基 準年比)

▲24.7%達 成

▲99.9%達 成

▲25.9%達 成

64.8%未 達成

96.5%達 成

※ユGHG排 出量 において、 電力 の排出係数はマーケッ ト基準を用 いてい ます。

※2PRTR法 第1種 指定化学物質 に該当する化学物質 は使用 しておりません。

※3グ リーンビルデ ィング認証 については、全物件の延床面積 に対する比率を用 いて います。

なお、1物 件が複数 の環境認証・評価 を取得 している場合 は、1物 件 と してカ ウン トしています。

・GHG排 出量(総 量) 、エネルギー原単位は共 に減少しています。

主な要因は継続的なLED化 ・空調更新工事、 自家消費型太陽光パネルの設置

といった省エネ及び再エネ施策 によるものです。

なお、　GHG・Scope1+2　 (マーケッ ト基準)の 排出量は、電力由来のCO2排 出量相当の非化石証書購入により、2021年 度比99.9%の 削減 となっ

.1て います。

・水使用原単位 は基準年比で一25.9%で あり、引き続き目標の2017年 度を 「増加させない」を達成 しています。

・廃棄物 リサイクル率 は64.8%と な り、若干 目標未達ですがデータカバー率 は向上 しています。

引 き続 きデータカバー率の向上、 リサイクルの推進及びごみの分別管理 に関する周知 ・啓蒙を実施 します。

・グリーンビルディング認証の取得 については、環境性能の高いポー トフォリオの実現に向けた

各種取組みにより、 目標を達成 しました。

'ほぼ全ての目標 について大きく上回る水準で達成 してお り
、2023年 度も環境経営計画に従い各施策を着実に実施

していることが確認できた。引き続き、テナン トへの啓発活動も含め、省エネ、再生可能エネルギーへの移行、

節 水、廃棄物 リサイクル等の取 り組みを進めてもらいたい。

省エネルギー

園2.=ヨ国幽 鵬 闘圖匿

1年度 目標 エネルギー消費原単位 ▲124%(2017年 度比)
謬

・照明のLED化

・空調機等の高効率機器への更新

・サステナビリティ ・ガイ ドにて照明の間引 き点灯及び適切 な空調温度設定の推進

巳

一
GHG排 出削減 年度目標　 　 　 　 Scope1+2排 出量 ▲1∠LO%(2021年 度比)

,一一".「_一,.......ρ 弓.

・太陽光パネルの設置検討

・再エネ電力への切 り替 え検討

・非化石証書 の購入
一F

水使用 年度目標 水使用原単位 増加させない(2017年 度比)

サステナ ビリティ ・ガイ ドにてテナン トへの節水協力依頼
■ ■ ■"■

廃棄物管理
一"

年度 目標 リサイクル率66.7%

サステナ ビリティ ・ガイ ドにて リサイクルの推進及びごみの分別管理 の徹底
■一一一　rF

GB認 証 年度 目標 取得率92.0% ".一「 一"■ ■ ■5■.

BELS,CASBEEで 合計4つ の認証 を取得する。

rrrrr　 rr一rrr　 一一 一 一
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1環 境関連データ

エネ ルギ ー消費 原単位 を2030年 度 まで に150/o削 減(2017年 度 基 準)

2017年 度

2018年 度

2019年 度

2020年 度

2021年 度

2022年 度

2023年 度

27,920

30,601

33,314

39,146

42,172

52,716

57,791

1,625

1,629

1,793

2,504

2」613

2,790

3,097

26,294

28,972

31,521

36,642

39,559

49,926

54,694

1000/o

looo/0

100%

100010

1000/0

1000/0

100%

50.20

54.95

46.78

45.30

38.49

37.95

37.81

9.50/o

▲6.80/,

▲9.70/o

▲23.30/o

▲24.40/o

▲24.70/o
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GHG排 出量(Sc・pe・+2)を2・3・ 年度 まで に42・/・削減(2・2・ 年 度基準)国

2・5・年度 まで`こバ リュー チ エーン全体 のGHG総 排 出量 ネ ツ トゼ ・の達 成 を目,旨す 団

(単 位t-co2)

2021年 度

2022年 度

2023年 度

o

o

　

l
l

939

860

0

939-

860▲8.40/0

1▲99.go/o 3,6392,301 164 63313,895

939

860

20,633

1000/0

1000/o

looo/o

(注1)　 Scope2(マ ーケ ッ ト基準)に つ いて は共有持 分 を考 慮 し算定 して います。2023年 度 よ りScope2全 量相 当の非 化石 証書 を購入 し、

Scope2排 出量の1000/oオ フセ ッ トを達 成 して い ます。

水使 用原 単位 を2030年 度 まで に増加 させ な い(2017年 度 基準)

(_1
2017年 度

2018年 度

2019年 度

2020年 度

2021年 度

2022年 度

2023年 度

饗

ぶぶ嶋一 山惑 三濠巖一 減 歳・減

63,255

70,833

73,839

80,550

84,855

110,410

128,747

1000/0

1000/o

looo/0

1000/0

1000/0

1000/o

looo/o

[ 曇

 

m

N
ーーgpt1,1

 

ーヨ
0.114

0.127

0.103

0.092

0.082

0.078

0.084

一

11.9%

▲9.8%

▲18.go/o

▲27.6%

▲31.496

▲25.9%

1
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廃棄物 リサイ クル率 を2030年 度 までに700/・以 上

2017年 度 1,202 82.5% 54.go/o

2018年 度 1,624 87.9% 73.30/o

2019年 度 1,700 93.6% 66.60/o

2020年 度 1,867 86.7% 63.40/o

2021年 度 3,939 90.6% 62.3%

2022年 度 4,802 79.1% 70.20/o

2023年 度 4,849 86.4% 64.80/o

(注1)

(注2)

(注3)

分子:当 年 度 デー タを把握 して いる物件 の延床 面積(m2)分 母:当 年 度の ポー トフ ォ リオ総延 床面積

原単位 は各 消費 量等 を分子 、各年 度 のポー トフ ォ リオ総 延床 面積 を分 母 と したう えで、稼働 率 を考慮 して補正 した数値 です。

オー ナー/テ ナ ン トの管理権 限 を基 に分 類 し、　Scope3に はテ ナン ト管 理部分 か らの排 出量 を計 上 して い ます。

また 、同一 物件 でも デー タの取得 状況 に よって 年度 ご とのScopeの 分 類が 異な る場合 が あ ります。

2018年 度 7,017,147

2019年 度 6,710,582

2020年 度 11,432,928

2021年 度 14,311,834

2022年 度 14,709,934

2023年 度 18,124,693

(注)ポ ー トフ ォリオ物件 にて 生成 された再 生可 能エ ネル ギー は一 部 を除 き外 部へ 売電 して い ます。

また、準 共有 物件 は1000/oベ ースの数値 を記 載 して い ます。

太 陽光発 電量 にっ いては、 太陽光 発電設 備 を設置 して いる物件 の うち、デ ータ を取得 で きた物 件、期 間 を対象 として い ます。

上記 表 「環境 関連 デ ータ」 のも ととな る〒部 デ ータ につ いて、 第三者 機 関(日 本環 境認 証機 構)に よる限 定的保 証 を受 けて

います。詳細 は以 下 の第三 者保 証報 告書 を ご参 照 くだ さい。

※温室効果 ガス排 出量第三者検証報告書 回

※環境デ ータ第三者検証報告書@
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運用不動産における環境への貢献

本投 資法 人 は、環 境経 営方 針 ・目標 に掲 げる基 本方針 の 下、運 用 不動 産 にお ける環境 へ の配慮 と環境 負荷 の低 減 を実践 して

います。

1再 生可能エネルギーの活用

三菱 地所 グ ルー プは、環 境 に配慮 した施設 開発 を積極 的 に進め て い ます。 その一 環 と して、再 生可 能 エネル ギー の活用 を 目

的 とし、三菱 地所 が 開発 する施 設 の屋上 にお いて太 陽光発 電 シス テムの 導入 を進 めて い ます。 また本 投資 法人 が運用 す る物

件 の うち、太 陽光 発 電シ ステム が未設 置 の物件 につ いて は、設 置の検 討 を行 ってお り、 複数 の案 件で 太陽光 発 電シ ステム を

設 置致 しま した。

ロジク ロス福 岡久 山

s::Ei;::iiiiFi}E1Eiiiiii

ロジク ロス名 古屋 笠寺

ロジ ク ロス厚木 MJロ ジパ ー ク土浦1

1省 エネルギーへの取組み

本 投資 法人 で は、BM会 社及 び専 門会社 による 「サ ンプ リング省 エネ 診断」 を適 宜実 施 し、省 エネ ルギ ー対応 の現 状把 握 と今

後 の方 針 策定 に役立 て る こ とと して います。

断熱サ ン ドイ ツチパ ネル の採用 人感 セ ンサ ーの導 入
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LED照 明の導 入 タブレット端末での操作及び時間帯制御による

調光機能を備えた先進的LEDの 導入

人感 セ ンサー付LEDの 導入 空調設備更新

1物 件取得時におけるESG評 価、汚染防止への対応

本 投資 法人 で は、 物件取 得 にお いて、 従来 か らの物 理的 ・法 的 ・経 済 的側面 等 の調 査 に加 え、環 境認 証 の取得 有無 等 を調 査

し、評 価 を行 って い ます。

また 、対 象土地 にっ いて現地確 認や 第三 者 による エ ンジニ ア リング レポー トや土 壌汚 染 リス ク レポ ー トを は じめ とした環境

に係 る調査 を行 い、土壌 汚染 や有 害物質 等 の環境 要 因等 を考慮 した 上で意 思決 定 を行 ってい ます。

1緑 地等による緑の創出

本投 資法 人 では、 環境 配慮 ・生物 多様 性保全 の観 点 か ら、公共 緑地 の設 置等 各施策 を推 進 して います。

緑地 とは、主 と して 自然 的環 境 を有 し、環境 の保 全、 公害 の緩 和、災 害 の防止 、景 観 の向上 、及 び緑道 の 用 に供 す る こ とを

目 的 とす る公 共空地 で す。

鐵 UtndM

公 共緑地

(MJロ ジパー ク厚木1)
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1水 資源の保全

自動 検針 対応 の水道 メータ ー、節 水型 トイ レや擬 音装 置 の設置 、 スマー ト潅水 設備 の導 入等 に よ り、水 消費量 の削 減 に取 り

組 んでい ます。

雨セ ンサ ー付 きの灌 水装 置

L

節 水型 トイ レ

1廃 棄物の削減

廃棄 物 の排 出量 を継 続 的 にモニ タ リング し、適切 な ごみ の分別 や リサ イクル率 向上 を 目指 しテ ナン トと協 力 しなが ら廃棄 物

の 削減 に取 り組 んで い ます。 丸 の内エ リアのオ フィ ス ビル にて使 用 して いたOAフ ロアパ ネル の再 利用 等も実 施。

リサ イクル啓 発ポ ス ター 丸の 内エ リアのオ フ ィス ビルに て

使用 して いたOAフ ロアパネ ルを再 利用

1事業継続性へ配慮した取組み

非常用発電機の設置 免震機能

き
三

 

Ĵ
i

Σ

'亀
ち
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テナン トへの取組 み

本投 資法 人 は、 テナ ン トの皆様 の健康 ・快 適性 向上 のた め、 オペ レー シ ョンの改 善や設 備導 入等 を進 め る ととも に、運 用 不

動産 の防 災 ・災害 対策 等、 安全 ・安心 を高め る各種 取組 みを進 め てい ます。

1快適な職場環境の提供

本 投資 法 人 は、 「テ ナン ト満 足度 の 向上」 を マテ リア リティの一 つ と して お り、 テナ ン トの 皆様 に快適 か つ安心 して ご利用

頂 ける環 境整備 に努め てお ります。

休憩 室(カ フ ェテ リア) 売店

シ ャワー 室 通 勤用 シ ヤ トルバ ス

1テ ナン ト満足度調査の実施

入 居 テナントに対し、「対 面(ヒアリング)形 式 」や 「アンケー ト形式 」によるテナント満 足度調 査を継 続 的に行 い、そ の結果 を施設 運営 、

サービス、リニューアル 工事等 に反 映させることにより、テナント満 足度 の向上 に努 めています。

直近 では、より詳細 で客観 的な意 見聴取 をす るため、2023年 度 に外部調 査会 社 に委託 のうえ 「アンケー ト形式 」でのテナ ント満 足度 調

査を実施 しました。

(実施事 例)

MJロ ジパ ーク福 岡1の 休 憩室 改修 にあたっては、2019年 に入 居テナ ント従 業員 に対 し、休憩 室 に関するヒアリングを実施。その結 果

を踏 まえ、無 料Wi-Fi、 充 電用コンセント、大型テレビ、電子 レンジ等を設 置 するとともに、休 憩室 の利 用形態 を考慮 し、個 別利 用が し

やす いようなレイアウトを採 用 しました。また地元 の大学 、専 門学校 の協 力 により壁 面デ ザインのコンペ ティションを行 い、デザイン案を

決 定しました。
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改修前 改修 後

(実施事 例)

MJロ ジパ ー ク春 日井1で は、2019年 に入居 テ ナン ト企 業 を対象 と した 「満足 度調査(対 面 ヒア リング 形式)」 を実 施。 そ の

結果 を踏 まえ、 トイ レにハ ン ドドライヤ ー を設置 しま した 。

(実施 事例)

複 数物 件 にお いて電気 受給 契約 先を見 直 し、テ ナ ン トの電気使 用料 を削 減 し、 テナ ン ト満 足度 の向 上 につなが りま した。

(実施 事例)

ロジ ク ロス名古 屋笠 寺で は、 アンケ ー ト結 果 に基づ き2021年 にサ ー モカ メラ及 びAEDを 設 置 しま した。

L

更 に、2022年 に は5箇 所 の 喫煙室 にデ ジタル サイ ネ ージ(広 告用)及 びAlカ メラ(喫 煙 室利用 状況 確認 シ ステム)を 設 置 し

ま した。
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(実施 事例)

MJロ ジパー ク福 岡1で は、 アンケ ー ト結 果 に基づ き2022年 に鳥 害対応 と して鷹 匠 による鷹 の放 鳥 を実施 しま した。

1テ ナン トの安全への取組み

本 投資 法人 は テナ ン トの安全 に資 する取 組み を積極 的 に行 って い ます。 また、本 投資 法人 が保 有 する全 て の物件 にお いて災

害 時 の報告 シ ステム を導入 して い ます。

消火栓水訓練

災害時救援型自動販売機の設置

防災 キ ャ ビネ ッ トの設置

24時 間365日 稼働 の 防災 セ ンター

AEDを 設 置

災 害時 に備 えた備 蓄 を確保(食 料 ・簡 易型 トイ レ)
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環 境 関 連 法 規

本投資法人 の事業活動 にお ける環境 関連 法規 について、　PM会 社、　BM会 社か らの報告 に基づ き、届 け出漏 れ、法令違反 がない ことを確 認いた

しま した。 なお、 関係 当局 か らの違反等 の指導事項及 び訴訟はあ りません。

分野 法令名 要求内容

地球温暖化

省エネ法

定期報告:年1回

中長期計画の届出:年1回

エネルギー管理統括者・企画推進者・管理員の選任と届出

エネルギー管理標準の作成

温対法' 温室効黒ガス算定排出量の報告

建築物1省エネ法 建築物の新築、改修時に省エネ墓準適合義務

フロン排出抑制法

簡易点検

定期点検

フロン濡洩の際の届出

フロン充填、回収時の書類受領

フロンの廃棄時の適正処理

大気汚染防止
大気汚染防止法

ばい煙発生施設などの特定施設の届出

ばい煙排出基準の順守と測定

蠕
大気汚染防止法 ・東京都環境確保条例 アスペストの有無と大気塾隻の順守

〆

廃棄物管理

廃棄物処理法

産業廃棄物の有無

収集運搬・処分先への契約

契約書に許可証の添付

マニフェス トの発行 ・照合 ・交付状況報告

産業廃棄保管基準の順守

建設リサイクル法 再資源化等の計画提出

プラスチック資源循環法 プラスチック資源産業廃棄物等への排出抑制、量の把握、責任者設置

廃棄物の処理及び再利用に関する条例 事業系一般廃棄物の再利用計画書提出

水質管理

下水道法
特定施設の届出と下水排除墓準の順守

使用開始時の届出と排水墓準の順守

浄化槽法 設置届、法定検査、保守点検清掃

水質汚濁防止法 事故時の指置

騒音 ・振動対策
騒音規制法 指定地域内に特定施設がある場合の届出、規制基圏順守

振動規制法 指定地域内に特定施設がある場合の届出、規制基準順守

地盤沈下対策 ビル用水法 指定地域内における揚水許可申請、揚水邑届出

土壌汚染対策 土壌汚染対策法 「要措置区域」 「形質変更時要届出区域」指定の対応

化学物質

消防法 危険物の届出

PCB特 措法 PCBの 届出と処理

毒劇法 業務上取扱者(鶉 届出業者)の 対応
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